
○千葉市霊園設置管理条例（施行日：令和５年４月１日） 

 

（設置） 

第１条 本市は、次のとおり霊園を設置する。 

名称 位置 

千葉市桜木霊園 千葉市若葉区桜木１丁目４４番地 

千葉市平和公園 千葉市若葉区多部田町１４９２番地２ 

 

（施設） 

第２条 千葉市桜木霊園（以下「桜木霊園」という。）の施設は、次のとお

りとする。 

（１）一般墓地 

（２）合葬式墓地 

（３）桜木霊堂 

２ 千葉市平和公園（以下「平和公園」という。）の施設は、一般墓地とす

る。 

 

（指定管理者による管理） 

第３条 霊園の管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」

という。）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者（以下「指定管理

者」という。）に行わせる。 

 

（業務の範囲） 

第４条 指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりとする。 

（１）次条第１項の許可及び第２２条第１項の規定による許可の取消しに

関する業務 



（２）第１１条の使用許可証の書換え及び第１２条に規定する使用許可証

の再交付に関する業務 

（３）第２０条第３項に規定する承継の承認に関する業務 

（４）霊園の維持管理に関する業務 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が別に定める業務 

 

（許可） 

第５条 一般墓地、合葬式墓地又は桜木霊堂を使用しようとする者は、指定

管理者の許可を受けなければならない。 

２ 指定管理者は、前項の規定により許可を行う場合においては、霊園の管

理上必要な範囲内で制限又は条件を付することができる。 

 

（使用許可を受けることができる者の資格） 

第６条 一般墓地、合葬式墓地又は桜木霊堂の使用許可を受けることができ

る者は、次に掲げる要件を満たす者でなければならない。ただし、市長が

特別の理由があると認めた者については、この限りでない。 

（１）本市に住所を有する者であること。 

（２）祭祀を主宰する者であること（合葬式墓地を自己のために使用する

目的で使用許可を受けようとする場合を除く。）。 

（３）一般墓地の使用許可を受けようとする者にあっては、現に一般墓地

又は合葬式墓地に係る前条第１項の許可を受けていないこと。 

（４）合葬式墓地の使用許可を受けようとする者にあっては、現に一般墓

地に係る前条第１項の許可を受けていないこと。 

（５）桜木霊堂の使用許可を受けようとする者にあっては、現に桜木霊堂

に係る前条第１項の許可を受けていないこと。 

（６）前各号のほか、規則で定める要件を満たす者であること。 



 

（公募） 

第７条 指定管理者は、一般墓地又は合葬式墓地を使用させようとするとき

は、規則で定める事項を公表して、一般墓地又は合葬式墓地を使用しよう

とする者を公募するものとする。ただし、市長が特別の理由があると認め

る場合は、この限りでない。 

 

（使用予定者の決定） 

第８条 指定管理者は、前条本文の規定による公募をした場合において、使

用の申込みをした者（以下「申込者」という。）の数が公募した一般墓地

又は合葬式墓地の数を超えるときは、規則で定めるところにより、申込者

のうちから使用許可の予定者（以下「使用予定者」という。）を決定する

ものとする。 

２ 指定管理者は、前条本文の規定による公募をした場合において、申込者

の数が公募した一般墓地又は合葬式墓地の数を超えないときは、申込者を

使用予定者として決定するものとする。 

 

（使用の手続） 

第９条 前条の規定により一般墓地又は合葬式墓地の使用予定者として決定

された者は、規則で定めるところにより、使用許可の申請に係る手続をし

なければならない。この場合において、使用予定者が使用予定者となった

日から指定管理者が定める日までに当該手続を行わないときは、使用予定

者としての地位を失うものとする。 

２ 第７条ただし書の規定により公募によらず一般墓地又は合葬式墓地を使

用しようとする者は、規則で定めるところにより、使用許可の申請に係る

手続をしなければならない。 



（許可証の交付） 

第１０条 一般墓地、合葬式墓地又は桜木霊堂の使用の許可は、使用許可証

を交付して行う。 

２ 前項の規定による合葬式墓地に係る使用許可証の交付があったときは、

当該使用許可に係るその死後において埋蔵される予定である者は、その死

後において、その焼骨が埋蔵されるよう、あらかじめ、必要な措置を講じ

ておくものとする。 

 

（許可証の書換え） 

第１１条 一般墓地、合葬式墓地又は桜木霊堂の使用の許可を受けた者（以

下「使用者」という。）は、住所又は氏名を変更したとき（第２０条第１

項又は第２項の規定により使用者の地位を承継した場合を含む。）は、指

定管理者に届け出て、使用許可証の書換えを受けなければならない。 

 

（許可証の再交付） 

第１２条 使用許可証を紛失し、滅失し、又は汚損したときは、使用者は、

速やかに再交付を受けなければならない。 

 

（設備） 

第１３条 一般墓地の使用者は、規則で定める基準（次条第１項において

「基準」という。）に適合した設備を設置しなければならない。 

 

（措置） 

第１４条 指定管理者は、第５条第２項の規定による制限若しくは条件又は

基準に違反した者に対し、維持管理上必要な措置を命ずることができる。 

２ 前項の規定により必要な措置を命ぜられた者が、これを行わないとき



は、市長は、自らこれを執行し、その費用を当該使用者から徴収する。 

 

（一般墓地又は桜木霊堂の変更等） 

第１５条 指定管理者は、霊園の管理その他事業執行上必要があると認めた

ときは、使用者に対し、一般墓地又は桜木霊堂の変更又は返還をさせるこ

とができる。 

２ 市長は、前項の規定による変更又は返還があったときは、換地又は補償

料の交付をする。 

 

（合葬式墓地における埋蔵場所） 

第１６条 桜木霊園の指定管理者は、合葬式墓地において、次の各号に掲げ

る期間の区分に応じ、当該各号に定める場所に使用許可に係る焼骨を埋蔵

するものとする。 

（１）使用許可のあった日から３０年を経過する日までの間 納骨室 

（２）前号に掲げる期間経過後 合祀室 

 

（合葬式墓地の使用制限等） 

第１７条 合葬式墓地には、使用許可に係る焼骨に限り、埋蔵することがで

きる。 

２ 納骨室及び合祀室には、合葬式墓地の管理その他事業執行上必要な場合

を除き、立ち入ることができない。 

３ 納骨室に埋蔵する焼骨の容器は、規則で定める基準に適合したものでな

ければならない。 

 

（埋蔵位置の変更） 

第１８条 桜木霊園の指定管理者は、合葬式墓地の管理その他事業執行上必



要があると認めるときは、納骨室の納骨棚に埋蔵されている焼骨を当該納

骨室内の他の納骨棚に埋蔵することができる。 

 

（焼骨の返還等） 

第１９条 合葬式墓地に埋蔵された焼骨は、返還しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、使用許可のあった日から３０年を経過する日

までの間に、使用者又はその祭祀を行う者から焼骨の返還を求める旨の申

出があったときは、当該焼骨を返還するものとする。 

３ 使用者は、合葬式墓地に当該使用許可に係る焼骨が埋蔵されていない場

合において、合葬式墓地を使用する必要がなくなったときは、速やかに桜

木霊園の指定管理者に許可の取消しを届け出なければならない。 

４ 前２項の規定による申出又は届出があったときは、当該使用者に係る合

葬式墓地を使用する権利は、消滅する。 

 

（承継） 

第２０条 一般墓地又は桜木霊堂の使用者が死亡した場合において、使用者

に代わって引き続き当該一般墓地又は桜木霊堂を使用しようとする者（祭

祀を主宰する者に限る。以下「承継者」という。）は、使用者の地位を承

継することができる。ただし、規則で定める場合は、この限りでない。 

２ 合葬式墓地の使用者の地位は、承継することができない。ただし、規則

で定める者が承継する場合は、この限りでない。 

３ 前２項の規定による承継をしようとする者は、遅滞なく指定管理者に申

請し、その許可を受けることにより、使用者の地位を承継することができ

る。 

 

 



（消滅） 

第２１条 使用者が死亡し、かつ、承継者がいないときは、使用者の地位は

消滅する。 

２ 指定管理者は、前項の場合（一般墓地又は桜木霊堂の使用者の地位が消

滅した場合に限る。）において、管理上必要があると認める場合は、当該

施設を原状に復するための措置を講ずることができる。 

 

（取消し） 

第２２条 使用者に次の各号のいずれかに該当する事由があった場合は、指

定管理者は、許可を取り消すことができる。 

（１）一般墓地、合葬式墓地又は桜木霊堂を目的以外に使用したとき。 

（２）使用許可証を譲渡し、又は転貸したとき。 

（３）一般墓地にあっては、第５条第１項の許可を受けてから、１年を経

過しても、使用を開始しないとき。 

（４）合葬式墓地にあっては、使用者が、規則で定める日から、１年を経

過しても、焼骨を埋蔵しないとき。 

（５）一般墓地又は桜木霊堂の使用者及びその家族が、住所不明となり、

かつ、縁故者がなく１０年を経過したとき。 

（６）第１４条第１項の規定による命令に違反したとき。 

（７）一般墓地の使用者が、管理料を滞納し、その期間が３年を超えたと

き。 

（８）偽りその他不正の手段により、この条例の規定による許可又は承認

を受けたとき。 

２ 前項の規定により許可を取り消された者は、一般墓地又は桜木霊堂を原

状に復して、これを返還しなければならない。 

３ 前項の義務者がその措置を行わないときは、市長は、自らこれを執行



し、かつ、焼骨を一定の場所に改葬し、その費用を義務者から徴収する。 

 

（届出による取消し） 

第２３条 使用者は、一般墓地又は桜木霊堂を使用しなくなったときは、速

やかに指定管理者に許可の取消しを届け出るとともに、当該施設を原状に

復して返還しなければならない。ただし、市長が認めるときは、現状のま

まこれを返還することができる。 

２ 前項の規定による届出があったときは、当該使用者に係る一般墓地又は

桜木霊堂を使用する権利は、消滅する。 

 

（改葬） 

第２４条 第２１条第１項の場合（一般墓地又は桜木霊堂の使用者の地位が

消滅した場合に限る。）において、指定管理者は、焼骨を別に定める場所

に改葬することができる。 

 

（行為の制限） 

第２５条 霊園内では、霊園の管理運営に支障を及ぼすおそれがある行為を

してはならない。 

 

（使用料） 

第２６条 使用者は、その使用の区分に応じて、次の各号に掲げる使用料を

納付しなければならない。 

（１）一般墓地使用料 別表第１ 

（２）合葬式墓地使用料 別表第２ 

（３）桜木霊堂使用料 別表第３ 

 



（管理料） 

第２７条 一般墓地の使用者は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各

号に定める額の管理料を納付しなければならない。 

（１）年度の初日において一般墓地の使用の許可を受けている者 １区画

１年につき５，０２０円 

（２）年度の中途において一般墓地の使用の許可を受けた者（前号に掲げ

る者を除く。） 前号に定める管理料の額に、当該許可を受けた日の属

する月から当該年度の末月までの月数を乗じた額を１２で除して得た額

（その額に１０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨てた額） 

 

（使用料等の納付） 

第２８条 使用料は、一般墓地、合葬式墓地又は桜木霊堂の使用の許可を受

けた際に納付しなければならない。 

２ 前条第１号に掲げる者が納付すべき管理料は、年度ごとに市長が発行す

る納入通知書により、当該年度分を当該年度の６月末日までに納付しなけ

ればならない。ただし、当該末日が千葉市の休日を定める条例（平成元年

千葉市条例第１号）第１条第１項に規定する市の休日（以下この項におい

て「市の休日」という。）に当たるときは、その直後の市の休日でない日

までとする。 

３ 前条第２号に掲げる者が納付すべき管理料は、同号に定める額を市長が

定める期日までに一括して納付しなければならない。 

 

（管理料の減免） 

第２９条 市長は、特に必要があると認める場合は、管理料を減額し、又は

免除することができる。 

 



（手数料） 

第３０条 使用者は、第１１条又は第１２条の規定による許可証の書換え又

は再交付を受けようとするときは、１件につき３００円の手数料を納付し

なければならない。 

 

（使用料等の還付） 

第３１条 既に納付した使用料、管理料及び手数料は、還付しない。ただ

し、市長は、規則で定める場合は、使用料及び管理料の全部又は一部を還

付することができる。 

 

（指定管理者の指定の手続等） 

第３２条 市長は、指定管理者の指定をしようとする場合は、規則で定める

ところにより、公募するものとする。 

２ 前項の規定により公募した場合において、応募がないときは、再度の公

募を要しない。 

３ 指定管理者の指定を受けようとする法人その他の団体（以下「法人等」

という。）は、規則で定めるところにより、市長に申請しなければならな

い。 

４ 市長は、前項の規定による申請の内容を次に掲げる基準により審査し、

霊園を最も適切に管理することができると認める法人等を、議会の議決を

経て、指定管理者として指定するものとする。 

（１）市民の平等な利用を確保するものであること。 

（２）霊園の効用を最大限に発揮するとともに、その管理に要する経費を

縮減するものであること。 

（３）霊園の管理を安定して行う能力を有すること。 

（４）霊園の適正な管理に支障を及ぼすおそれがないこと。 



（５）前各号に掲げるもののほか、市長が定める基準 

５ 市長は、前項の規定により指定管理者を指定したときは、規則で定める

ところにより、その旨を告示するものとする。法第２４４条の２第１１項

の規定により指定管理者の指定を取り消し、又は管理の業務の全部若しく

は一部の停止を命じたときも、同様とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、指定管理者の指定の手続に関し必要な事項

は、規則で定める。 

 

（管理の基準） 

第３３条 指定管理者は、法令、条例、条例に基づく規則その他市長の定め

るところに従い、霊園の管理を行わなければならない。 

 

（委任） 

第３４条 この条例に定めるもののほか、霊園の管理に関し必要な事項は、

規則で定める。 

 

以下（略） 

 

附 則（令和４年６月２９日条例第１９号） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第３２条第４項の

改正規定は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



桜木霊園一般墓地及び平和公園一般墓地使用料 

１平方メートルにつき １５６，２５０円 

別表第２ 

（平成２５条例１３・全改） 

合葬式墓地使用料 

１体につき ７０，０００円 

別表第３ 

（平成１６条例３３・全改、平成２５条例１３・旧別表第２繰下、

平成２５条例４４・平成３１条例９・一部改正） 

桜木霊堂使用料 

区分 納骨壇 納骨棚 

（１体） １段式 ５段式 

本市住民 １年間 ２，２０

０円 

１０年

間 

２２，０

００円 

１年間 １，１０

０円 

本市住民でない者 ４，１８

０円 

３３，０

００円 

２，０８

０円 

 

 


